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9 日に西側・東側合わせたマップを公表して全戸配布した。 

・なぜ、これほど早くマップが公表できたかというと、ひとつには地域防災を自

らの生涯の仕事と考えるリーダーがいたことがあげられる。岩手大学の齋藤徳

美教授が非常に強いリーダーシップを発揮してくださり、その下に火山研究者、

国の機関、県・市町村の防災関係者が集まり、毎日のように実務的な調整を行

った。シミュレーションの条件を決めて委託先にシミュレーションを行っても

らい、それを受け取って検討するということを繰り返すほか、要所要所では行

政担当者がマップ案を持ち帰り、首長に説明していった。そのように首長の判

断を必ず入れて返答してもらったため、できあがった時点ではすべての機関、

各首長も、マップの内容には合意ができていた。 

・意見調整の段階では、いろいろな問題もあった。たとえば、ある首長が、マッ

プの作成・公表に拒否の意向を示したことがあった。ところが、最も大きな被

害を受ける村の首長が「この内容でいい、責任は持つ」と断言し、決断してく

れたため、反対した首長も反対意見を取り下げて調整がついた。また、岩手山

のマップは、過去 6000 年間で最大規模の噴火事例を基に作成したが、実は過去

1 万年近くに遡ると、もっと大きな噴火事例がある。そうした、より大きな噴

火が発生した場合はどうするか、毎回議論になったが結論がでなかった。最後

は、岩手山の防災マップでは噴火実績図をマップの脇に書き込むことで妥協し

た。そのような調整をかけながら、短期間でマップを作成した。 

・このマップの特徴は、西側の噴火の可能性、東側の噴火の可能性を描いている

と同時に、冬場の噴火で発生のおそれがある融雪型火山泥流を描いていること

である。この融雪型火山泥流をどう予測するのかが、マップ作成のポイントだ

った。各方向に噴火する可能性があることを重ねているので広く描かれている

が、盛岡市の一部にまで融雪型火山泥流が流れ下るであろうというマップにな

っている。 

 

■1999 年 5 月噴気活動はじまる 

・西側マップ完成直後にあたる 1998 年 9 月 3

日、岩手山南西方を震源とするマグニチュー

ド 6.2、震度 6弱の直下型地震が発生した。

これにより、修学旅行に来ていた高校生が宿

泊施設のシャンデリア落下により軽傷を負

うなど、若干の人的被害も出た。非常に強く

揺れたので「岩手山が崩れたか、これはまず

い」と思ったが、揺れがおさまってから岩手山を見たところ、まったく形が変

わっていなかった。その後、活断層由来の地震であったことがわかり、いった

んはホッとした。 

・この地震の際には、火山防災マップが活用された。マップのおかげで、特に噴



- 4 - 

火の可能性が高いと言われていた岩手山西側の住民の方々は、自家用車に避難

のための毛布や食料を積んでいたり、夜は車を出口に向けてすぐに発車できる

ようにしたりするなど、さまざまな準備をしていた。このため、多くの人が、

避難所にすばやく避難した。マップは火山防災のために作っていたが、直下型

地震のときも利用された。このように、火山防災マップもいろいろな場面で役

立ち、利用されるのだということを経験した。 

・もうひとつ、この地震で社会の変化があった。それまでは、火山性地震は発生

していたものの実際に噴火はしておらず、７月以降は地震も収まりかけていた。

そのため、防災関係者に対して、「防災関係者が騒ぐために観光客が来なくなっ

た」と社会から批判が出ていた。そこへこの地震が発生したので、「岩手山は本

当に動いている」「本気で火山防災をやらなければ」という風潮になり、そうし

た批判は出なくなった。しかし、この地震で、岩手県全体の観光客が減った。

 

■岩手山噴火危機で問題になったこと 

・具体的には、まず、火山活動の現状をどう知ることができるか、情報入手ルー

トをどう確保するか、緊急にかつ継続的に情報を入手できるかという問題があ

る。次いで、火山活動の評価をどうするかという問題もある。火山活動は今後

さらに激しくなるのか弱まるのか、いつまで続くのか、次に何が起こるのか、

噴火の規模はどうなるのか、が問題になった。さらに、いま危険な地域はどこ

なのか、避難は必要なのか、どの地域を避難させるのか、避難は自主避難か勧

告か指示か。これらがすぐに問題となる。 

・地域を守るのは地域だというのが基本である。地域を守るということは、こう

した情報を入手しつつ、誰が責任を持ってどういうプロセスで判断するかとい

うことである。 

 

■観測こそ安心情報 

・岩手山の場合、東北大学が観測センターを持

っており、浜口博之教授が岩手山を重要視し

て、静かな状態のときから観測を行ってい

た。しかも、現在、浅間山で行われている観

測に匹敵する若しくはより高精度な観測だ

った。これが非常に安心情報となった。つま

り、火山は水蒸気やマグマが上昇して噴火に

至るわけだが、それに伴って必ず地震などの前兆現象があるので、それさえ正

確に把握できれば「不意打ち」はない。 

・結論としては、火山観測がきちんと行われていることは安心情報なので、重要

である。現在の体制では、これは気象庁が担っており、単に観測ではなく評価

した結果として噴火警報を出し、その説明を行うこととなっている。 
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■報道災害 

・次は、報道との関係がある。1991 年の雲仙・

普賢岳噴火災害で「報道災害」という言葉

ができたが、これには岩手も悩まされた。

特に、国の観測機関が地元説明の前に報道

機関に投げ込みをしたこと、また大学・国

の機関の研究者の個人的なホームページ

の内容が報道されたことに悩まされた。これらが報道されることで地元の防災

活動の大きな妨げとなる場合があり、その“火消し”に奔走して時間をとられ

た。我々は「モグラたたき」と言っていたが、投げ込みをした機関へ直接電話

やファクスを入れて、観測情報の発信を一元化するよう抗議した。国の機関と

して気象庁の予知連があるのだから、国の機関はまずそちらに情報を出すべき

であるということや、もっと地元の防災について考えてほしいと依頼した。 

・このような努力の結果、多くの機関が理解を示してくれ、まず地元に情報を出

してくれるようになった。地元の関係者には観測機関からの情報を公表前に共

有させてもらう、という信頼関係が構築された。 

・現在の体制では、気象庁が情報の一元化を行って各機関に提供するということ

になっている。災害が起これば合同対策本部等ができるので、そこから定例記

者会見のような形で報道関係者全員に対して一斉に説明するという仕組みにな

ろうとしている。岩手山の時のように、関係機関がばらばらに情報を発信し、

その都度、地元が奔走させられるということはなくなるだろう。 

 

■行政は防災情報が欲しい 

・同じ情報といっても、皆さんが欲しいのは、

地震の回数や地殻変動の状況ではない。噴

火地点や規模、様式、活動推移、危険地域

などの防災情報を教えて欲しいのではな

いか。しかし、火山観測で得られる情報は、

地震の発生状況や地殻変動の状況であり、

行政機関等の必要な防災情報にはなって

いない。観測情報をそのまま出されても、その意味が説明されなければ、行政

関係者は困ってしまう。行政に伝えるために、火山の観測情報を防災情報に「翻

訳」するということがポイントになる。しかしこれが、最も重要であると同時

に、最も難しい。火山学はすべての火山で翻訳が実現できる程進んでおらず、

観測もそれほど完璧ではないなど、さまざまな理由で完全には翻訳しきれない

という現実がある。 

・火山活動情報を防災情報に読み替えるということが最大のポイントである。岩
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手では、「岩手山の火山活動に関する検討会」がその役割を担い、知事に対して

助言を行ない、知事の判断により市町村の首長に助言する仕組みを作った。 

・現在、火山活動情報を防災情報に読み替えるのは、気象庁と、災害が起これば

設置されるであろう合同対策本部の役割となっている。しかしながら、やはり

知事、首長の決断は絶対に必要ということは、今なお残っている。では、その

仕組みをうまく運用するためにはどうしたらよいか。 

・内閣府が「指針」で推奨しているように、普段から、火山研究者、気象庁、砂

防部局、県、市町村等を含めた「協議会等」が設置されて、その中の「コアグ

ループ」が本当に主導的で実質的な役目を果たせるかが、現在の仕組みのカギ

になっている。地域を守るためには、コアグループを育てることが大切になる。

 

 

■報道機関との連携 

・報道機関は、敵に回すものではなく、一緒にやっていく仲間だと考えなければ

ならない。我々も、連携ということを強く打ち出した。地元のテレビ局、新聞

社等は、地元のために動いてくれる。地元報道機関との連携は、地域の安全の

ために重要で、行政の決定事項や、今考えて欲しいこと、為すべきことを住民

に知らせるのは、報道を通じて出すという形になる。共同記者会見はあるにし

ても、それを埋めるものとして、地域の報道機関との連携は大切である。 

 

■ゼロからの急速な防災体制構築 

・岩手では 1998 年 2 月は「ないないづくし」

の状態だったが、2000 年には火山防災体制

の明文化が終わり、火山対策編が出来上が

った。なぜこれほど早く対策が進んだかと

いうと、岩手山は岩手県のシンボルで、み

んなその山が好きだったということがあ

る。そうした山が動いたので、非常に関心

が高く、同調を得られた。また、県境の火山ではなく岩手県単独なので、岩手

県が決めれば進めることができた。実際に噴火危機が進んでいたこと、強力な

リーダーが存在したこともある。 

・さらに、産学官連携組織が立ち上がっていたことも重要だった。産業界、学者、

行政、民間の連携組織が岩手の社会に根付きつつあった。1995 年の阪神・淡路

大震災時に、あの災害の最大の教訓は何かについて、岩手でもかなり悩んだ。

その結果、あのような災害を防ぐためには、さまざまな機関が連携するしかな

いと考え、連携組織を立ち上げた。それが根付きつつある中で、1998 年の噴火

危機を迎えた。 

・リーダーシップが非常に強い斎藤教授がおられ、1998 年 5 月に「岩手山火山防
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災検討会」を立ち上げ、火山防災の実務的な企画・調整・先導・情報共有・研

修・啓発を行った。これはボランティアの連携組織で、行政側の委員会を支え

た。メンバーとしては共通する人もいたが、基本的にはボランティアが行政機

関を支えるという形になった。 

・岩手山火山防災検討会は、岩手大学が中心となり、メンバーは個人の立場で集

まった。最初は趣旨がわからず、行政の立場、国の機関の立場で、組織を背負

った発言をする方もいた。自衛隊の方なども、最初は制服で参加していた。し

かし、ここは組織を背負った集まりではなく、個人の立場で参加し、フランク

な意見交換、情報交換をする場とした。そして、その場で結論は出さないが、

それぞれ職場に持ち帰って、職場での仕事にそれらの情報を反映してもらうと

いう形をとった。参加者は、県、6市町村、国の機関、3大学、ライフライン企

業、報道機関、各団体、民間企業など 50 機関くらいから参加していた。活動と

しても、さまざまなことを行った。ともかくみんなで集まってやるという形を

作ったのである。 

・事実上、各機関の防災中核担当者が、ボランティアで参加して、活発な時には

月 2〜3回も集まって議論や意見交換を行っていた。そして、その内容をそれぞ

れの機関に持ち帰り、それぞれの事業に反映した。今考えてみると、これはコ

アグループの役割を果たしたことになる。 

 

■地域の安全を守る減災の四角錐 

・結論になるが、地域を守るのは、四角錐の

関係なのだろうと考える。行政機関（警察、

消防を含む）、報道機関、住民に加えて、科

学者（火山学者、防災関係の科学者など）

が、同じ土俵で同じ問題、すなわち地域の

安全について考える。こうした、信頼関係

にもとづく関係を作ることができれば、地

域の安全を守ることができる。 

・我々は、これを「減災の四角錐」と名付けたが、これを地域に作ることができ

れば火山災害にも対応できるだろう。目指すものはひとつなので、決して対立

関係にあるものではなく、それぞれが一緒になって信頼関係を培っていくこと

が必要だ。そのためには、たとえば行政機関も、できるだけ情報はオープンに

するなど、さまざまな努力が必要である。 

・また、首長や県のしかるべき職責の人、たとえば県の総務部長や県知事の“覚

悟”が、防災対策の推進には不可欠である。岩手では、それをやってもらえた。

・そして、最終的には、「減災の四角錐」の実現を目指していきたい。可能ならば、

地域防災のリーダーとなる方を育て上げて、県を引っ張っていく形を実現でき

ればよい。 
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（質疑応答） 

・2004 年の浅間山噴火後に、「浅間山火山防災連絡会議」を、県境をまたいで設

置した。しかし、構成市町村の中には、「うちは違うだろう」という雰囲気のと

ころもあって、温度差がある。岩手山周辺の状況はどうか。 

→岩手山では、北側の村、南側の町は、マップ上では、直接的に大きな被害を

受ける地域ではなく、市町村間で温度差があった。しかしながら、一部は条

件によっては被害を受ける地域でもあった。北側の村が、ハザードマップを

拒否していたのだが、その理由は融雪型火山泥流が予想外に村内に広がるよ

うになっていたためである。そのために、「こういうマップは受け入れがたい、

対応ができない」と拒否された。ところが、それ以上に被害を受ける村が覚

悟を決めてくれたところ、拒否していた村も、それならば受け入れて対策を

とろうという方向に転換してくれた。そのようにして温度差が解消された。

また、岩手山の場合は、幸いにして県境の火山ではなかったため、岩手県単

独で進められたことが大きかったかもしれない。 

 

・浅間山で最大の懸念材料は、現在のところ融雪型火山泥流である。中規模程度

の噴火の発生のおそれがある場合、レベル 3 が発表され、4km 以内はすべて立

入禁止となるが、積雪期には、融雪型火山泥流が発生して被害も出るだろうと

予測されている。岩手山では、融雪型火山泥流の避難について、どう考えてい

るか。 

→考え方の基本は防災マップです。岩手山では沢筋を基本として延々と流れ下

るというマップになっている。状況によって流れる方向が変わるが、低い方

へと流れ下るので、滝沢村から盛岡市に向けて流れてくることになり、そこ

をどのように避難させるかという問題になっている。もうひとつ、流れる方

向を決めるのは、そのときの火山活動である。それによって、どちらの方向

に流れ下るかが決まるので、それをなんとか早く把握しようという考え方を

持っている。①基本となる防災マップ、②観測による噴火の規模と方向を見

極める作業、③火山泥流の監視、という 3 つを組み合わせて、どちらの方向

に来るか、どの範囲を避難させるかを決めざるを得ない。実は、これこそが、

市町村の欲しがる防災情報である。気象庁は、噴火警報を運用するが、緊急

時にここまでの情報を出すことができるかどうかわからない。今度、大きな

噴火をする火山が初めての噴火警報の運用事例になるのではないか。その中

で、さまざまな課題も出てくるだろう。まずは、仕組みづくりをきちんとし

ておき、情報が滞らないようにしておくことが大切ではないか。 

 




